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新型コロナウイルス感染拡大下における人々の行動の規定因 

－沈黙の螺旋と社会的ジレンマの枠組みを用いた分析－ 
 

1．研究の目的 

新型コロナウイルス(COVID-19)感染の拡大は人類にとって大きな脅威である。ワクチンの開

発など医学的な対応が重要なのはもちろんのこと、感染拡大を防止するためには人々の行動変

容や生活様式の再構築が求められている。新型コロナウイルス（COVID-19）の大流行では、さま

ざまな対策を実施する必要があった。感染拡大を防ぐには、ワクチンなどの医薬品による対策に

加え、医薬品以外の個人の予防に関する行動変容が不可欠であった。様々な対策の中でも、社会

的距離を保ち、接触を減らすことが予防に有効となることは繰り返し示されている。特に、日本

では法的な強制力を持つロックダウンなどは行われず、人々の自発的な行動に委ねられる部分

が大きかった。 

コロナ禍における行動変容や買い占め行動に関する分析はいくつか報告されているが

(Columbus, 2020; Lunn et al., 2020; Van Bavel et al., 2000)、この状況を社会的ジレンマ

として捉えた分析はまだ報告されていない。そこで本研究では感染拡大下において人々の行動

の規定因として社会的ジレンマにおける向社会的行動を促進する要因がどのような影響を与え

ていたのかを分析する。また、パンデミックのような不確実な状況で個人を意思決定に導くため

には、メディアが情報源として重要となる。本研究では、予防行動として外出自粛に着目し、コ

ロナ禍における外出自粛に及ぼすメディア利用の影響を検討した。上記 2 点の課題についてパ

ネル調査データを用いて検討した。 

 

2．研究の計画 

国内大手クラウドソーシング「Yahoo！クラウドソーシング」に登録しているモニター2,000 人

を対象に、2020 年 4月 3 日に第 1波調査を実施（女性 38.3％、平均年齢 46.5 歳）。第 2波調査

は 2021 年 4 月 13 日～24 日に実施し、987 名（女性 33.4％、平均年齢 49.0歳）の有効回答を得

た。第 1 ウェーブと第 2 ウェーブの両方に回答した参加者と、第 2 ウェーブで離脱した参加者

を比較したところ、年齢に違いが見られた（前者は平均 47.95 歳、後者は平均 45.05 歳、p<.001）。

性別と以下の分析で使用した心理的態度には有意差はなかった。予防行動と規範は以下のよう

に設定した。まず、行動については、第 1 波調査の前週である 2020 年 3 月 28 日、29 日の週末

に「遊びに行った」「食事に行った」の 2項目の回答を用い、2項目のどちらかを行った人を "

非協力"、どちらも行わなかった人を "協力 "とするダミー変数を設定した。そして、第 2波調

査では、2021 年 4 月 10 日、11 日の週末についても同様の操作でダミー変数を設定した。 

行動意図については、5 段階評価の 2項目を採用した： 行動意向は、"現状が続くと仮定した

場合、今週末の外出を控えますか？"と "現状が続くと仮定した場合、今後 1ヶ月間の週末の外

出をどの程度控える予定ですか？"の 2 項目を 5 段階評価で採用した。行動意向のスコアは、2

つの項目の単純加算で求めた。 

社会的ジレンマにおける向社会性を測定する指標として以下のものに着目した。我々は、向社

会的行動に影響を与えるよく知られた心理的態度の代表的なセットを採用した。一つ目は、一般

化された互恵性と一般化された信頼である（山岸・山岸、1994；山岸・清成、2000）。この 2つ

のレベルが高い人ほど、向社会的行動をとりやすいことが知られている。一般化された信頼を測

定するために、被験者は 2つの項目を評価するよう求められた： 「ほとんどの人は信頼できる」

と「ほとんどの人は他人を信頼している」である。一般化された信頼に関する被験者のスコアは、

2つの項目のスコアを単純に加算することで得られた。被験者の互恵性のレベルを測定するため

に、質問票の 2つの文が用いられた。その総合得点は、2つの記述に対する回答の得点を単純に

加算することによって得られた。互恵性の計算に使われた 2つの項目は以下の通りである： "誰

かが私を助けてくれたら、私も他の誰かを助ける"、そして "他人に親切にすると、やがて良い

ことが自分に返ってくると信じている "である。 

メディア接触については、8つの変数を主な独立変数とし、外出を控える意識を予測した。SNS

利用に関する設問は、日本では Twitter 利用者が多いことから Twitter に絞った。質問項目に

は、メディア利用頻度のほか、政治的関心（ハードニュースの利用度を示す）、選択的露出の程



度、メディア疑惑、主観的メディアリテラシーなど、メディア利用に関連する指標が含まれてい

る。 

 

3．研究の成果 

社会的ジレンマに関する分析では、COVID-19 パンデミックの初期と 1 年後の 2 つの時点で同

じ対象者を調査し、パンデミック時の行動と規範の決定要因の変化を分析した。特に本稿では、

外出自粛を向社会的行動とみなし、社会的ジレンマの枠組みで分析を試みた。一般化された信頼

と互酬性は、多くの研究で向社会的行動にプラスの効果をもたらすことが知られている。しかし、

本研究では、互恵性は第 1 波では向社会的行動、向社会的行動意図、罰規範に正の効果を示した

が、第 2 波ではこれらの効果は消失した。一方、公正な世界に対する信念や正義感といった公正

に対する心理的態度は、一貫して人々の行動や規範に影響を及ぼしていた。公正な世界に対する

信念に関しては、BIJ は向社会的行動と処罰規範に正の効果を示した。公正な世界に対する信念

は、被害者を非難することにつながっており（Correia et al., 2007）、本研究の結果も、感染

者を不当に非難するリスクを示唆している。正義感については、加害者感性が高い人ほど外出を

控え、被害者感性が高い人ほど罰規範が高いという直感と一致する結果が得られた。これらの成

果は Yamamoto et al. (2023)として出版が決定している。 

メディア接触の影響としては、SNS 閲覧が外出自粛を促す効果は 2020 年には確認されたが、

2021 年には限定的となっていた。2021 年は、外出を自粛する人は SNS 閲覧している傾向がある

が、外出をする人と SNS 閲覧の関連は見られない。その代わりに、選択的接触やメディア猜疑心

などの認知的要因の効果が強くなっていた。各時点で流通していた情報の違いや、人々の意見分

布が異なっているために、パンデミック初期の頃と一定期間後では SNS 閲覧の効果が異なる結

果となったと考えられる。継続的な予防行動の促進と維持に対するメディアの効果について洞

察を得るためには、時系列的な変化を考慮した分析が不可欠であることを示している。図 1は予

防行動に対する態度によってクラスタリングされた人々のメディア接触の程度を 2 時点で比較

したものである(Suzuki et al., 2023 より転載)。これらの成果は Suzuki et al.(2023)として

出版された。 

 
図 1:2 時点での予防行動クラスタごとのメディア接触の特徴(Suzuki et al., 2023 より) 

 

4．研究の反省・考察 

この調査に限界がなかったわけではない。第一に、調査だけでは、メディアから発信された具

体的な情報、その時系列の変化、回答者が接した内容を明らかにすることはできない。したがっ

て、内容分析も行う必要がある。また、本研究は 2 波にわたるパネル調査を用いたが、長期的な

変化についてのさらなる分析も必要である。 

今後の展望としては以下の点があげられる。新型コロナウイルスに対する社会の対応、一般市

民の態度は時系列で大きく変動している。特にワクチンに対する態度は分散が大きく、積極的に

ワクチン接種を呼びかける医療界と一部のワクチン忌避者たちとの分断など大きな社会問題に

も発展している。こうしたワクチン忌避者たちによる医師たちへの誹謗中傷が裁判に発展した

事例なども観察されている。こうしたワクチン忌避者の特徴を明らかにし分断の解消に向けた

社会科学的知見を提供することが今後の重要な課題となる。我々は 2022 年に第 3 波調査を実施



し、2023 年には第 4波調査を実施した。4波における時系列的な動向を把握していることは学術

的にも社会的にも貴重なデータであると言える。我々はワクチン忌避者たちの特徴を明らかに

するためのモデルを 2023 年度に構築する。 
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